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個人情報保護制度改正 検討用個票 

 

検討事項 電磁的方法による提供 

関連 

条文 

改正法 ― 

条例 第 10 条 

検討事項 

（詳細） 

神奈川県個人情報保護条例（以下「条例」という。）では、保有個人情報の

電磁的方法による提供について、提供できる場合を制限しているが、改正個

人情報保護法（以下「改正法」という。）には、電磁的方法による提供の制限

に係る規定はないため、個人情報の保護水準への影響を整理する。 

〇 電磁的方法による提供の規定の要否 

改正法適用後の保護措置及び独自の規定の必要性を検討する。 

〇 条例規定の可否 

電磁的方法による提供の制限が必要である場合には、条例による独自の

規定の可否について、改正法の趣旨や目的を確認して検討する。 

影響範囲 （条例等） 

検討 

（詳細） 

１ 電磁的方法による提供の制限について 

条例では、実施機関が電磁的方法による保有個人情報の提供をすること

ができる場合を、次のいずれにも該当する場合に限ることとした。 

・ 公益上の観点から電磁的方法により保有個人情報を提供する必要があ

ること 

・ 電磁的方法により保有個人情報を提供しても、本人又は第三者の権利

利益を不当に侵害するおそれがないこと 

・ 必要な保護措置を講じていること 

 

２ 条例と改正法の比較 

(1) 条例 

  実施機関以外の者への保有個人情報の提供について、提供できる場合

を制限している。 

電磁的方法による提供の方法は、実施機関としては、その保有個人情報

を不可視の状態で提供することとなるため、実施機関以外の者への電磁

的方法による保有個人情報の提供について制限することを目的として、

電磁的方法による提供の制限を定めている。 

これまで、条例制定後からの社会状況の変化や高度情報通信社会の進

展に対応し、行政運営の効率化や情報セキュリティ技術の進展を踏まえ、

審議会の関与や適用除外事項について見直しを行ってきた。 

参考資料９ 
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令和２年の条例改正では、電磁的方法による提供の制限（オンライン結

合制限）の規定の要否等について審議会において議論されたが、保護の縮

減になることや、個人情報保護主管課によるチェック機能の意味もある

こと等から、提供できる場合を限ることとし、審議会への諮問を不要とす

る修正を行った。 

  

(2) 改正法 

   電磁的方法による提供の制限の規定はない。 

平成 15 年に制定された行政機関個人情報保護法では、IT を活用した

個人情報の拡大は、多様化する行政需要に対応した行政サービスの向上

や行政運営の効率化へ寄与しており、個人情報の流通に限り物理的な結

合を禁止することは実体に則さないし、合理性を欠いており、むしろ、

重要な点は、個人情報をみだりに利用・提供させないことであるとして

いるとし、改正法においても同様に提供を制限する規定は無い。 

改正法においても、次のとおり、電磁的方法を問わず、個人情報をみ

だりに利用・提供させないための保護措置を図ることとしている。 

 

（「改正個人情報保護法の個別条文に関する解説」より） 

令和３年改正法においては、安全管理措置や第三者提供の制限等に関す

る規定を設けており、これらの規定を適正に運用することで、オンライン・

オフラインを問わず、必要な保護が図られることから、オンライン化や電

子化のみに着目した特則を設けることとはしていない。 

＜改正法における保護措置＞ 

・ 保有個人情報の漏えい等を防ぐための措置を講ずること。（法第 66 条） 

・ 漏えい等により本人又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれが

あると認められる場合には保有個人情報の提供を行わないこと。（法第

69 条第２項） 

・ 保有個人情報を提供する場合において、当該個人情報の提供を受ける

者に対し、必要に応じて、個人情報の適切な管理のために必要な措置を講

ずるよう求めること。（法第70条） 

 

３ 条例による独自制限の必要性 

条例においても、電磁的方法による提供に関わらず、個人情報の取扱い

に当たっては、収集、保管、利用、提供等の各段階における適切な取扱い

のための制限や保護措置等（利用及び提供の制限の規定（第９条）や安全

性、正確性等の確保措置の規定（第 11 条））を規定しており、改正法と概

ね同様の保護措置を規定している。 
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条例では、特に、電磁的方法による実施機関以外の者への提供について、

本人又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがないように必要な

保護措置を講じること等を明記して制限している。 

 

この規定について、チェック機能も踏まえた一定の有用性のある規定と

して、引き続き、条例において独自に規定することは考えられるが、改正

法における条例規定の可否の検討が必要となる（４のとおり。）。 

ただし、県機関内部においても、「神奈川県情報セキュリティポリシー」   

の遵守等の情報セキュリティ対策に関する認識は広まっている現状を踏

まえると、改正法の適用後も、実質的に必要な保護措置は図られると考え

られ、条例に規定する必要性は高くないと考えられる。 

 

４ 条例による独自制限の可否 

条例で定めることができる独自の保護措置については、「個人情報保護

制度の見直しに関する最終報告」において、地方公共団体が地域の課題に

対処するため、独自の施策を展開することは求められるものであり、法律

の範囲内で必要最小限の独自の保護措置を講じることについて否定され

るべきではないとされている。 

条例に電磁的方法による提供の制限を定めることについては、条例と改

正法の双方の趣旨・目的・内容及び効果を比較し、両者の矛盾抵触の有無

をもって条例の規定が改正法の範囲内かどうかを判断することとなるが、

「改正個人情報保護法の規律に関するＱ＆Ａ」において「許容されない」

とされている。このことについて、改正法の趣旨（※）等を踏まえ、次の

とおり整理する。 

※ 改正法の趣旨は今後公表されるガイドラインによって確認するが、現

時点では法改正資料等より整理する。 

(改正個人情報保護法の規律に関するＱ＆Ａより) 

改正法においては、安全管理措置や第三者提供の制限等に関する規定を

設けており、これらの規定を適正に運用することで、オンライン・オフラ

インを問わず、必要な保護が図られることから、オンライン化や電子化の

みに着目した特則を設けることとはしていません。 

従来の個人情報保護条例において見られた、いわゆる「オンライン結合」

を制限する規定に関しては、前述の規定の運用によりその目的を達成でき

ると考えられるとともに、こうした改正法の考え方にそぐわないことか

ら、条例においてこのような規定を定めることは、許容されません。 

 

改正法は、地域や官民の枠を超えたデータ利活用の活発化を踏まえ、デ

ータ利活用の円滑化に向けて、地方公共団体ごとの制度や運用の不統一や

不整合を解消するため、個人情報保護と情報の流通の両立に必要な全国的
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な共通ルールを法律で設定することを趣旨としている。また、「改正個人

情報保護法の規律に関するＱ＆Ａ」によると、「個人情報保護や情報の流

通に直接影響を与える事項について、改正法に特段の規定がないものを条

例で定めることは想定してない」としていることから、全国一律のルール

とする趣旨と考えられる。 

  改正法では２に記載のとおり、オンライン化や電子化のみに着目した特

則を設けることはしておらず、オンライン・オフラインを問わず、個人情

報をみだりに利用・提供させないための保護措置を図ることとしているた

め、電磁的方法による提供の制限は定めないものとしていると考える。 

 よって、条例に電磁的方法による提供の制限を規定することは、改正法

による全国一律の共通ルールとして電磁的方法による提供の制限を定め

ないものとする趣旨に反することから、改正法において許容されないもの

とされたと考えられる。 

  なお、令和４年２月９日に審議会から個人情報保護委員会へ行った、電

磁的方法による提供に係る現行条例の規定の存置に関する質問について、

個人情報保護委員会からは同３月３日に回答があり、改正法の趣旨に反し

許容されないとのことであった。 

 

５ 対応方向性  

個人情報保護委員会へ、本県の条例を踏まえた照会を個別に行い、電磁

的方法による提供の制限を条例に規定することが許容されない旨の回答

が既になされている点に鑑みると、地方公共団体としてこうした法違反と

判断される可能性がある対応を行うことは困難である。 

また、改正法の適切な運用により、電磁的方法による提供にあたっての

個人情報の保護として必要とされる水準の確保は可能であると考えられ

る。 

よって、改正法における個人情報の取扱いに関する義務を厳守し、同法

に従った制度運用にも万全を期すとともに、それらの内容等を職員へ周知

徹底し、専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要であると認める

ときには本審議会へ諮問を行う等、引き続き本人の権利利益の保護が十分

に確保されるよう、必要な対応をとることとする。 

 

関連情報  

個人情報保護制度

の見直しに関する

タスクフォースに

よる 

「個人情報保護制

度の見直しに関す

現在、地方公共団体の条例には、オンライン結合（通信回線を通じた電子

計算機の結合をいう。）による個人情報の提供について、行個法にはない制

限規定を置く例が多く見られる。 

しかし、ＩＴの活用は行政サービスの向上や行政運営の効率化に大きく寄

与しており、個人情報の流通に限り物理的な結合を禁止することは合理性を

欠くものであり、場合によっては、個人情報の円滑な利用を阻害して国民に
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る最終報告」 

P.37 

不利益を被らせるおそれもある。また、行個法においては、オンライン結合

制限規定がなくとも、第６条、第８条等により、個人情報の安全性の確保等

が図られている。このため、オンライン結合制限規定を置くことは不要にな

ると考えられ、共通ルールには当該規定は設けないこととすることが適当で

ある。 

その場合、地方公共団体等は、情報セキュリティを含めた安全確保措置の

在り方や目的外利用・提供の「相当な理由」や「特別な理由」の具体的な判

断に資するために国が示すガイドライン等に基づいた運用を行うことによ

って、個人情報を適切に管理し、みだりに利用・提供しないことを担保して

いくことが望ましい。 

「改正個人情報保

護法の個別条文に

関する解説」（令

和３年６月時点 

暫定版） 

P209～210 

（「オンライン結合」制限規定） 

○ 令和 3年の個人情報保護法の改正は、社会全体のデジタル化が進む中、

法律で全国的な共通ルールを設定し、国のガイドラインや助言により制度

の適正な運用を図ることにより、社会の変化に対応した個人情報の適切な

保護とデータ流通の両立を実現することも目的としたものである。 

○ オンラインで個人情報を提供するに当たっては、今後、委員会が策定す

るガイドライン等を参考に、保有個人情報の漏えい等を防ぐための措置を

講ずること（法第 66 条）、漏えい等により本人又は第三者の権利利益を不

当に侵害するおそれがあると認められる場合には保有個人情報の提供を

行わないこと（法第 69条第２項）、保有個人情報を提供する場合において、

当該個人情報の提供を受ける者に対し、必要に応じて、個人情報の適切な

管理のために必要な措置を講ずるよう求めること（法第 70 条）等が求め

られることとなる。  

○ 令和 3年改正法においては、安全管理措置や第三者提供の制限等に関す

る規定を設けており、これらの規定を適正に運用することで、オンライン・

オフラインを問わず、必要な保護が図られることから、オンライン化や電

子化のみに着目した特則を設けることとはしていない。 

○ 以上より、従来の個人情報保護条例において見られた、いわゆる「オン

ライン結合」を制限する規定に関しては、前述の規定の運用によりその目

的を達成できると考えられるとともに、こうした令和 3年改正法の考え方

にそぐわないことから、条例においてこのような規定を定めることは、許

容されない。 

「改正個人情報保

護法の個別条文に

関する解説」によ

る「改正個人情報

保護法の規律に関

する 

Ｑ＆Ａ」 

3-1-4 個人情報の取得や目的外利用・提供、オンライン結合を検討する際

に、客観性を確保する観点等から、その是非について審査会等に諮問するこ

とは可能か。 

【回答】 

法律による全国的な共通ルールの下で、国のガイドライン等により制度の

適正な運用が図られることとなり、また、地方公共団体は、必要に応じて、

専門性を有する個人情報保護委員会に助言を求めることも可能となること
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P.10 から、個別の事案について審議会等の意見を聴く必要性は大きく減少するも

のと考えられます。 

したがって、個人情報の取得、利用、提供、オンライン結合等について、

類型的に審議会等への諮問を要件とする条例を定めることは、今回の法改正

の趣旨に照らして許容されません。 

なお、定型的な事例についての事前の運用ルールの検討も含め、審議会等

が個人情報保護制度の運用やその在り方についての調査審議を行うことは

可能と考えられます。 

                                    

3-1-5 オンライン結合制限を条例で規定することは可能か。 

【回答】 

オンラインで個人情報を提供するに当たっては、今後、個人情報保護委員

会が策定を予定しているガイドライン等を参考に、保有個人情報の漏えい等

を防ぐための措置を講ずること［第 66 条］、漏えい等により本人又は第三者

の権利利益を不当に侵害するおそれがあると認められる場合には保有個人

情報の提供を行わないこと［第 69条第２項］、保有個人情報を提供する場合

において、当該個人情報の提供を受ける者に対し、必要に応じて、個人情報

の適切な管理のために必要な措置を講ずるよう求めること［第 70 条］等が

求められることとなります。 

 加えて、令和３年の個人情報保護法の改正は、社会全体のデジタル化が進

む中、法律で全国的な共通ルールを設定し、国のガイドラインや助言により

制度の適正な運用を図ることにより、社会の変化に対応した個人情報の適切

な保護とデータ流通の両立を実現することも目的としたものです。 

改正法においては、安全管理措置や第三者提供の制限等に関する規定を設

けており、これらの規定を適正に運用することで、オンライン・オフライン

を問わず、必要な保護が図られることから、オンライン化や電子化のみに着

目した特則を設けることとはしていません。 

従来の個人情報保護条例において見られた、いわゆる「オンライン結合」

を制限する規定に関しては、前述の規定の運用によりその目的を達成できる

と考えられるとともに、こうした改正法の考え方にそぐわないことから、条

例においてこのような規定を定めることは、許容されません。 

 

P.15 8-1-2 法律で明示的に規定がない事項を条例で定めることは可能か。 

【回答】 

改正法は、個人情報保護と情報の流通の両立に必要な全国的な共通ルールを

法律で設定することを趣旨としています。そのため、独自の保護措置は、法

律の範囲内で、必要最小限のものに限り、条例で定めることができることと

なります。その観点から、地方公共団体が条例で定めることが想定される事

項については、改正法に規定が設けられています。そのため、個人情報保護
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や情報の流通に直接影響を与える事項について、改正法に特段の規定がない

ものを条例で定めることは想定していません。 

ただし、単なる内部規律にすぎない事項（個人情報ファイル保有の際の長へ

の報告等）など、個人情報保護や情報の流通に直接影響を与えない事項につ

いては、改正法に特段の規定がない場合でも条例で定めることを妨げるもの

ではありません。 

個人情報の保護に

関する法律 

（改正後の条文） 

（安全管理措置） 

第六十六条 行政機関の長等は、保有個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防

止その他の保有個人情報の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じ

なければならない。 

２ 前項の規定は、次の各号に掲げる者が当該各号に定める業務を行う場合

における個人情報の取扱いについて準用する。 

一 行政機関等から個人情報の取扱いの委託を受けた者 当該委託を受け

た業務 

二 指定管理者（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百四十

四条の二第三項に規定する指定管理者をいう。） 公の施設（同法第二百

四十四条第一項に規定する公の施設をいう。）の管理の業務 

三 第五十八条第一項各号に掲げる者 法令に基づき行う業務であって政

令で定めるもの 

四 第五十八条第二項各号に掲げる者 同項各号に定める業務のうち法令

に基づき行う業務であって政令で定めるもの 

五 前各号に掲げる者から当該各号に定める業務の委託（二以上の段階に

わたる委託を含む。）を受けた者 当該委託を受けた業務 

 

（利用及び提供の制限） 

第六十九条 行政機関の長等は、法令に基づく場合を除き、利用目的以外の

目的のために保有個人情報を自ら利用し、又は提供してはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、行政機関の長等は、次の各号のいずれかに該

当すると認めるときは、利用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら

利用し、又は提供することができる。ただし、保有個人情報を利用目的以

外の目的のために自ら利用し、又は提供することによって、本人又は第三

者の権利利益を不当に侵害するおそれがあると認められるときは、この限

りでない。 

一 本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき。 

二 行政機関等が法令の定める所掌事務又は業務の遂行に必要な限度で

保有個人情報を内部で利用する場合であって、当該保有個人情報を利用

することについて相当の理由があるとき。 

三 他の行政機関、独立行政法人等、地方公共団体の機関又は地方独立行

政法人に保有個人情報を提供する場合において、保有個人情報の提供を
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受ける者が、法令の定める事務又は業務の遂行に必要な限度で提供に係

る個人情報を利用し、かつ、当該個人情報を利用することについて相当

の理由があるとき。 

四 前三号に掲げる場合のほか、専ら統計の作成又は学術研究の目的のた

めに保有個人情報を提供するとき、本人以外の者に提供することが明ら

かに本人の利益になるとき、その他保有個人情報を提供することについ

て特別の理由があるとき。 

３ 前項の規定は、保有個人情報の利用又は提供を制限する他の法令の規定

の適用を妨げるものではない。 

４ 行政機関の長等は、個人の権利利益を保護するため特に必要があると認

めるときは、保有個人情報の利用目的以外の目的のための行政機関等の内

部における利用を特定の部局若しくは機関又は職員に限るものとする。 

 

（保有個人情報の提供を受ける者に対する措置要求） 

第七十条 行政機関の長等は、利用目的のために又は前条第二項第三号若し

くは第四号の規定に基づき、保有個人情報を提供する場合において、必要

があると認めるときは、保有個人情報の提供を受ける者に対し、提供に係

る個人情報について、その利用の目的若しくは方法の制限その他必要な制

限を付し、又はその漏えいの防止その他の個人情報の適切な管理のために

必要な措置を講ずることを求めるものとする。 

 

神奈川県個人情報

保護条例 

（電磁的方法による提供） 

第 10 条 実施機関は、次の各号のいずれにも該当する場合に限り、電磁的

方法（当該実施機  関が管理する電子計算機と実施機関以外の者が管理

する電子計算機その他の機器とを電気通信回線で接続した電子情報処理

組織を使用し、当該実施機関の保有個人情報を実施機関以外の者が随時入

手し得る状態にする方法をいう。）による保有個人情報の提供を行うこと

ができる。 

(1) 公益上の必要があると認められること。 

(2) 本人又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがないと認めら 

  れること。 

(3) 必要な保護措置を講じていること。 

 


